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　現在、次期学習指導要領の内容が
検討されていますが、小学校の英語
教育について、２０１８年度の先行実
施に向けた動きは既に始まっていま
す。文部科学省の概算要求を見ると、
２０１７年度には、新学習指導要領を
踏まえた教材と、指導書など教員用
資料の作成が行われる計画です。教
員研修についても、各地域で英語教
育の中核を担う「英語教育推進リー
ダー」の養成と、各校の教員が英語
指導の専門性を身につけるための研
修が行われる予定です（図１）。
　ここで、今後生じると考えられる
課題を整理してみます。まず、指導
者についてです。現状では教科化後
も授業は学級担任が行う前提で進め
られているため、教員自身の英語力
とともに教科としての英語の指導力
を高める必要があります。それでは
学級担任の負荷が大きいと、専科教
員の配置を求める議論もありますが、
その場合、財政的に対応できるのか、
要件を満たす人材を確保できるのか

といった課題が生じてきます。
　教員の英語教育に対する意識転換
も必要です。新学習指導要領の具体
化はこれからですが、少なくとも現
行の５・６年生の外国語活動がその
まま教科になるわけではありません。
小学５・６年生から教科として学習
することで、高校卒業時の英語力を
高めるという、英語教育改革全体の
ねらいがあるからです。しかし、現
場の先生に話を聞くと、教科化後も、
今までのように英語のコミュニケー
ション能力の「素地」の育成が中心
だと捉えている方が多いようです。
　外国語活動は比較的うまく行って
おり、新学習指導要領でも活用でき
る重要なノウハウが蓄積されていま
すが、教科としての英語の授業を進
めるためには、指導内容（文字の指
導など）や、教員の意識転換などに
関して、どのような研修をすべきか
考えなければなりません。
　また、ＡＬＴについて、教科化後は
必要な規模も内容も今までとは変わ
る可能性があり、現在、ＡＬＴ中心で
外国語活動を行っている学校では対
応を迫られるかもしれません。世界

的に、今でもＡＬＴ不足が起きており、
自治体間に待遇格差があることから、
今後、人材確保に苦労する自治体が
出てくることも考えられます。

　次の課題は、教科化で加わる文字
指導についてです。現行では文字指
導は行われていませんが、ベネッセの
「ＧＴＥＣ　Ｊｕｎｉｏｒ」＊１の結果を見ると、
３年生の国語でローマ字を学ぶため
か、小学生でも意外と英語を読める
ことが分かっています。ただ、国語で
教えるローマ字は日本語を表記する
ための文字であるため、英語との違
いを整理した上で、文字指導を行う
必要があります。間違えた内容で覚
えてしまうと後々まで引きずってし
まうので、文字を学び始める５年生
でしっかり指導する必要があります。
　３つめの課題は、評価についてで
す。授業では友だちとの協働が推奨
されていますが、テストは通常１人
で受けます。授業での学習内容とは
違うことをテストで求めることにな
るので、テストによる評価はその内

＊１　小学校の外国語活動で育んできた英語力の４技能を、タブレットを用いて測定するテスト。
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２０１８年度には、次期学習指導要領が先行実施され、小学校高学年で英語
の教科化、中学年で外国語活動が始まる。これに向けて、どのような課題が
あり、また、中学校の英語教育にどのような影響を及ぼすのか。小・中学校
の次期学習指導要領の検討に委員として参加している根岸先生に聞いた。
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容を慎重に検討した方がよいでしょ
う。行動観察による評価もあります
が、方法論の確立が課題となります。
そして、評定をつけるのかという問
題もあります。いずれにしても評価・
評定については具体的な方向が文部
科学省からまだ示されていないため、
今後も注視が必要です。
　小中高連携も一層の強化が求めら
れるでしょう。新学習指導要領では、
ＣＡＮ─ＤＯリストのような到達目標を
小・中・高で一貫して作成する方向
で検討が進められています。これを
基に指導イメージを共有するととも
に、異校種間の連携においては、上
の校種が下の校種の教育内容を知る
ことが重要です。今後、小学校で教
科としての英語を学ぶわけですから、
中学校ではそれを生かした授業とし、
学習をしっかり積み上げていくこと
が必要です。中学校入学段階で出身
の小学校間での英語力の差が広がる
可能性もありますから、入学時に何
をどれくらい身につけているのかを
確認する必要もあります。
　中学校の新学習指導要領は、次の
２つの方向が考えられます。１つは、
小学校に中学校の学習内容を下ろし
て、今の中学２〜３年生レベルから
スタートさせる方向。もう１つは、
学習内容は現状のままで言語活動を

実質化させて、使える英語力を高め
ていくという方向です。後者は現行
の学習指導要領でも求められている
ことですが、あまり浸透していない
現状を考えると、中学校教員の意識
改革が相当に必要となるでしょう。

　先行実施を希望する場合、準備期
間は実質的に残り１年強です。先生
方が自信を持って指導できるよう、
十分な支援と研修が必要になります。
　文部科学省では中央研修で地域の
「英語教育推進リーダー」を養成し、
そのリーダーが各校の中核教員に指
導力研修を行い、中核教員が学級担
任に下ろしていくという流れで教員
の指導力向上を図ろうとしています
（図２）。各校では、誰を中核教員に
するかがポイントになります。
　校内での研修は、恒常的に教員が
全員参加できるような仕組みにする
とよいでしょう。教科化とともに３・

４年生の外国語活動も加わりますか
ら、ほとんどの教員が英語教育を担
うことになりますが、研修を個人任
せにしては、取り組みが意欲的な教
員に限られてしまいます。例えば、
英語の発音や簡単な英文などの研修
を、朝礼時や職員会議などで毎日５
分間でも継続することが大切です。
　発音の癖や、冠詞や複数形などの
文法事項も、一度覚えたことをあと
で修正するのは難しいため、英語学
習の入門期における指導はとても重
要です。子どもの英語力を高めると
いう目的に向かって、最初にどう方
向づけをするのか、教育委員会が果
たす役割は大きいと思います。
　今後、英語教育に関する様々な要
件が決まっていきますが、教員の確
保や教材の作成など、予算要求に反
映すべき事項もあり、教育委員会に
は素早い対応が求められます。それ
には、常にアンテナを高く張り、文部
科学省が出す情報を正確に把握して、
対応を検討していきたいものです。
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1.文部科学省が発信する情報を、素早く、正確につかむことが重要。常
にアンテナを高く張っておき、人材確保や予算要求などに努める。

2.小学校英語の教科化に向けた教員の意識転換を、小・中共に図る。
3.全教員が参加できる研修の仕組みやコンテンツを準備する。

図１  ２０１６〜１８年度の英語教育改革実施計画スケジュール（小学校、抜粋）

＊2　2018 年度以降も、現学習指導要領の実施を希望する小学校に向けては、現行の学習指導要領に対応
した外国語活動教材（５・６年「Hi, friends!」）を配布。
＊文部科学省「英語教育に関する平成 29 年度概算要求等について」を基に編集部で作成

図２  小学校における研修内容の伝達

＊文部科学省「英語教育に関する平成 29 年度概算
要求等について」を基に編集部で作成
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